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水道分野の動向

‣令和7年度全国水道主管課長会議では、従前に引き続き官民連携と広域化の推進が強調されている。

‣加えて、小規模集落や遠隔地における分散型システム（小規模で簡易な給水システム）の有用性も示されている。

出典：令和７年度全国水道主管課長会議資料、令和7年4月、国土交通省 ｜長野県水道ビジョン（改定版）、令和5年10月、長野県

‣従来の水道システムと分散型システムとの適切な組
み合わせによる人口減少や災害時給水等への対応

‣長期的に送水を継続することが非効率となる極めて
小規模な集落等への運搬送水での対応

水道基盤強化に向けた分散型システム等の検討

‣都道府県の水道広域化推進プランに基づく広域連
携の検討実施

‣「長野県水道ビジョン」における広域化推進プラン：
（小諸市が含まれる佐久圏域において）浅麓水道
企業団と水道用水受水事業者の「垂直統合」、「水
みらい小諸」の取組成果を広域連携に展開すること
の可能性検討

広域連携の推進

‣ウォーターPPP導入の事業件数10年ターゲット（令
和4～13年度）に基づく水道分野の官民連携の加
速（PPP/PFI推進アクションプラン、令和5年度改
定）

‣それぞれの水道事業の特色に合う多様な官民連携
方式の検討

官民連携の推進

‣DX技術活用の推進（上下水道DX技術カタログ
（令和7年3月）の活用等）

‣環境・エネルギー対策（脱炭素化に向けた取り組み
等）

‣適切な資産管理の推進（老朽化・耐震化等）

‣災害対策・危機管理（施設の耐災害性強化等）

その他の課題
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下水道分野の動向

‣令和7年度全国下水道主管課長会議においては、ウォーターPPP等の官民連携の推進や上下水道一体施策が
強調されている。

‣さらに、地球温暖化対策、水害・地震等災害への対策、道路陥没事故を踏まえたインフラマネジメントの方針転換
等も重要課題とされている。

出典：令和7年度全国下水道主管課長会議資料、令和7年4月、国土交通省

‣汚泥のエネルギー化や省エネ促進等に向けた維持管理
の民間委託における省エネをインセンティブとした契約、
地域バイオマスの利活用の促進等

‣小諸市での取り組み：
資源化（セメント化・堆肥化）を実施済み。さらに「バ
イオマス利活用プラン2022」において広域での汚泥処
理・利活用の効率的運営を目指している。

地球温暖化対策・下水汚泥資源化

‣令和8年度までに6件のコンセッション化、令和13年度
までに100件のウォーターPPPの具体化（PPP/PFI
推進アクションプラン、令和5年度改定版）

‣令和9年度以降、汚水管改築の国費支援に係る
ウォーターPPP導入（決定済み）の要件化

‣ウォーターPPP導入検討補助における他分野連携（上
下水道一体）に対するインセンティブの設定

ウォーターPPP等官民連携の推進

‣上下水道一体での技術開発（上下水道一体効率
化・基盤強化推進事業調査費の創設）

‣DX推進

‣働き方改革

‣工事安全対策（掘削作業、管路内作業等） 等

その他の課題

‣洪水・内水等による下水道施設への被害に対するハー
ド（耐水化）・ソフト（BCP）の対策

‣計画的かつすみやかな耐震診断、耐震化（令和6年
能登半島地震の被害状況を受け）

‣令和7年1月発生の八潮市道路陥没事故を踏まえた
下水道インフラマネジメントへの提言 【後述】

防災・減災・老朽化への対応
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八潮市道路陥没事故を踏まえた動向（1/2）

‣事故発生後、国交省が有識者委員会を組成し、下水道インフラマネジメントの今後のあり方を検討している。

出典：「第４回上下水道政策の基本的なあり方検討会」資料、令和7年5月、国土交通省
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八潮市道路陥没事故を踏まえた動向（２/2）

出典：「第４回上下水道政策の基本的なあり方検討会」資料、令和7年5月、国土交通省

‣事故発生後、国交省が有識者委員会を組成し、下水道インフラマネジメントの今後のあり方を検討している。
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ウォーターPPPに関する動向（1/4）

‣国交省はPPP/PFI推進アクションプラン（令和５年改定版）において令和13年度までのウォーターPPPの具体化
目標（水道100件、下水道100件）を掲げ、上下水道一体のウォーターPPPの推進を図っている。

出典：令和７年度全国水道主管課長会議資料、令和7年4月、国土交通省
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ウォーターPPPに関する動向（2/4）

‣令和7年4月に下水道分野におけるウォーターPPPガイドラインが改定され（「下水道分野におけるウォーターPPPガ
イドライン第2.0版」）、ウォーターPPP の案件形成促進に向けて具体的な検討手順や留意点等が盛り込まれた。

ウォーターPPPガイドライン第2.0版で拡充されたポイント

‣地方公共団体の実務を支援する
視点で、案件形成に向けた検討
手順や留意事項を詳細に記載。

‣ウォーターPPPの概要や基本的な
考え方に関する「基礎編」に加え、
事業形成から実施・終了時までの
業務・留意点を「実施編」で示し、
ウォーターPPPの一連のプロセスを
体系的に整理。

‣ウォーターPPP（レベル 3.5）を
実際に導入した地方公共団体の
公募資料を基に、上下水道一体
での契約書および要求水準書の
サンプルを提示。

‣最新のウォーターPPP先行事例を
示すことで、具体的な運用イメージ
を提供。
（レベル4×5件、レベル3.5（更
新実施型）×1件を掲載）

①具体的な検討手順の明示 ②契約書・要求水準書の例示 ③先行事例

出典：下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第2.0版、令和7年4月、国土交通省
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ウォーターPPPに関する動向（3/4）

出典：「下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第2.0版【実施編】(パワーポイント版)」資料、令和7年4月、国土交通省

‣「下水道分野におけるウォーターPPPガイドライン第2.0版」では、広域型・分野横断型のウォーターPPPに言及してお
り、事業開始後に段階的な案件形成を図る手法について紹介されている。
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ウォーターPPPに関する動向（4/4）

出典：「第４回上下水道政策の基本的なあり方検討会」資料、令和7年5月、国土交通省

‣2050年の社会経済情勢を見据えた上下水道政策の基本的な方向性を審議する「上下水道政策の基本的なあ
り方検討会」では、ウォーターPPP等の官民連携と広域連携の組み合わせによる効果について言及されている。
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